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一般社団法人茨城県経営者協会 概要



１－１ 一般社団法人茨城県経営者協会概要

一般社団法人茨城県経営者協会
○創 立：昭和22年7月8日(1947年) 
○会 長：笹島律夫（(株)常陽銀行 取締役会長）
○会員数：1,289社(2022年11月1日現在)
○事務局：茨城県水戸市桜川2-2-35 茨城県産業会館11階

弊会は「相互啓発と労使関係の健全な発展および産業経済の興隆」を⽬指し設立。
本会の設立の⽬的である「地域社会・経済の持続的発展と労使関係の安定のため」の活動は、9つの地区⽀部、7つの専⾨委員会、
1つの研究会が、各々時代の変化を適切に捉え、会員に求められるテーマ を提案し続けております。



１－２ 一般社団法人茨城県経営者協会概要（組織と主要役員）

経営者のための組織として、企業の成長と豊かな地域づくりに取り組んでいます

会 長 笹島 律夫 （株）常陽銀行取締役会長

副会長 高橋日出男 （株）協立製作所 代表取締役会長

副会長 幡谷 史朗 茨城トヨタ自動車（株）代表取締役社長

副会長 関 正樹 関彰商事（株）代表取締役社長

副会長 家次 晃 日立埠頭（株）取締役社長

副会長 若松賢太郎 日本製鉄（株）東日本製鉄所鹿島地区執行役員副所長

副会長 澤畑 慎志 （一社）茨城県経営者協会

※上記の方々は各地区⽀部の「⽀部長」、委員会の「委員長」、青年経営研究会の「会長」。＊の記載のある方々は「理事」兼務。

日本経済団体連合会
（経団連）
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理事 平本 忠 (株)ケーズホールディングス 代表取締役社長

理事 山本慎一郎 (株)カスミ 代表取締役社長

理事 生田 雅彦 (株)筑波銀行 代表取締役頭取

理事 鈴木 義昭 ＪＸ金属(株) ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ日立事業所長

監事 沼田 安広 (株)茨城新聞社 代表取締役社長

監事 塙 由博 水戸信用金庫 会長

監事 横山 哲郎 有限責任監査法人ひばり 代表社員



１－３ 一般社団法人茨城県経営者協会概要（事業活動１）



１－４ 一般社団法人茨城県経営者協会概要（事業活動２）



デジタル化・ＩＴ化⽀援の取り組み



２－１ デジタル化・ＩＴ化支援の取り組み（ＩＴＣ茨城様との連携協定締結）

弊会会員企業様の生産性・収益性の向上を⽬的としたデジタル化・デジタル変革に関する相談や⽀援をしてい
ただくために協定を締結。
具体的な取組は、コロナ禍で中小企業の生産性向上が課題となる中、デジタル化を進める弊会会員企業様から

の個別相談対応やデジタル化に向けたセミナー等の事業を展開。

ITC茨城様と弊会会員企業様のデジタル変革(DX)⽀援のための連携協定を締結
2020年10月29日 協定を取り交わす ITC茨城・大久保理事長(左) と 弊会・寺⾨前会長(右)



２－２ デジタル化・ＩＴ化支援の取り組み（デジタル化・ＩＴ化に向けた個別相談）

弊会では、ITC茨城様と連携し、デジタル化・IT化の相談業務を開設。デジタル化・ＩＴ化に取り組みたくても、何から始めて、

どのようにしてよいか、お悩みの会員さんへ対応。連携機関である「ITC茨城様」が最大2回まで無料相談対応実施。

当社の本当の課題は何だろう？

こんなお悩みございませんか？

最適なＩＴをどう選べばいい？どうすればいい?IT化・デジタル化

ＩＴ化のための補助金・補助事業は？ＩＴで作業を自動化できないか？

ＩＴＣ茨城様とのご相談の流れ

１．弊会事務局に個別相談申込書の送付

⇩
２．弊会事務局よりご担当者様に相談内容、相談時期、

相談方法等（zoom（リモート）、面談、電話等による相談）のご連絡

⇩
３．ＩＴＣ茨城様とのご相談（最大２回まで無料）

⇩
４．ＩＴＣ茨城様による個別コンサルティング（有償）

その他のお悩み

相談実績、相談内容の一部紹介

[相談実績] 
２３件、うち３件がITC茨城様とコンサルティング契約。
※コンサルティング契約案件について、デジタル化に向けた取組みや経緯、またITCとの個
別相談の感想等を記事にまとめ、弊会会報2021月11月号に掲載。

[相談内容]
相談例１：お取引先の専用伝票に書替の手間があり、労働時間（残業時間）掛かり

過ぎているので、デジタル化したい。

相談例２：自社ウエブサイト、メルマガ配信等を活用してマーケティングのしくみ
を構築したいのでアドバイスをいただきたい。

相談例３：請求書、見積依頼、見積作成等の業務を簡素化し、事務作業の効率化し
たいので何かよいシステムなないだろうか。



２－３ デジタル化・ＩＴ化支援の取り組み（デジタル化・ＩＴ化に向けた講演会、研修会）

（１）2020年10月6日(火) 13:30～15:00
テーマ；経済産業省「DXレポート」から2年DXの加速に向けた対応策
講 師；経済産業省 情報産業課 課長補佐 飛世昌昭氏

（２）2020年10月21日(水) 13:30～15:00
テーマ；DX推進指標の分析結果とDX実現に向けた経営者への示唆
講 師；情報処理推進機構(IPA) 参与 室脇慶彦氏

（３）2020年12月7日(月) 13:30～15:00
テーマ；中⼩企業におけるデジタル変⾰の進め⽅
講 師；ITC茨城 理事長 大久保賢二氏

（４）2021年3月15日(月) 13:30～14:30
テーマ；サイバーセキュリティ基礎知識
講 師；JPCERT/CC 早期警戒グループ 脅威アナリスト 土居毅彦氏

（５）2021年7月27日(火) 13:30～15:00
①テーマ；DX の進め⽅と茨城県DX 事業の紹介
講 師；ITC茨城 理事長 大久保 賢二氏

②テーマ；DXの推進とDX推進指標の活用
講 師；情報処理推進機構(IPA)参事兼DX推進部長 境真良氏

③テーマ；次世代技術活用ビジネスイノベーション創出事業
講 師；茨城県 産業戦略部 技術革新課 技佐 齋藤和哉氏

（６）2021年10月26日(火) 14:00～15:00
テーマ；RPA 業務効率化・生産性向上セミナー

～RPAの基本、活用事例、導入手順などについて解説～
講 師； ITC茨城 理事 山崎健氏

講演会、研修会の開催（2020年～）

（７）2021年10月27日(水) 13:30～15:30
①テーマ；サイバー攻撃から事業を守るために今すべきこと
講 師；川口設計 代表取締役社長 川口洋氏

②テーマ；サイバー攻撃の実態と対策の⽅法（お助け隊事業の事例から）
講 師；SOMPOリスクマネジメント サイバーセキュリティ事業本部 千葉悠永氏

③テーマ；中⼩企業におけるサイバーセキュリティ対策と普及に向けた取組
講 師；情報処理推進機構 企画部副部長 横山尚人氏

（８）2022年2月14日(月) 13:30～15:30
①テーマ；中⼩企業を襲うサイバー攻撃の最新手法と被害の実例
講 師；NTTデータ 情報セキュリティ推進室長 鴨田浩明氏

②テーマ；新しい働き⽅にあわせたサイバーセキュリティ対策とは
講 師；ラック シニアコンサルタント 持田啓司氏

③テーマ；中⼩企業が実施すべきサイバーセキュリティ対策と国の支援施策
講 師；情報処理推進機構 セキュリティセンタ―企画部 江島将和氏

（９）2022年2月22日(火) 10:30～11:30
テーマ；IT導入補助金活用セミナー

～申請の流れ、採択事例、不採択事例などについて解説～
講 師；ITC茨城 研修委員 後藤雅俊氏

（１０）2022年9月12日(月) 13:30～16:00
①テーマ；DX推進支援事業について
講 師；ITC茨城 理事長 大久保賢二氏

②テーマ；デジタライゼーションからDX戦略立案事例紹介
講 師；ITコーディネータ協会 会長 野村真実氏

③テーマ；中⼩企業のDX体験談
講 師；ヴィオーラ 専務取締役 吉野のぞみ氏

④テーマ；中⼩企業におけるDX時代のセキュリティ対策
講 師；情報処理推進機構 中小企業⽀援グループ長 鈴木浩之様

⑤テーマ；DX推進事業の現状報告
講 師；ITC茨城 理事 山崎健氏



２－４ デジタル化・ＩＴ化支援の取り組み（デジタル化・ＩＴ化に向けた弊会会報誌コラム）

（１）2021年3月号
テーマ；テレワークの上手な活用法①
執筆者；ITC茨城 理事 石川直樹氏
※会報・HPに、中堅・中小企業が「リモートワーク」を取組むにあたって
必要な機材、アプリケーション、技術・スキル（人材）等を掲載。

（２）2021年4月号
テーマ；テレワークの上手な活用法②
執筆者；KAN Support Office 社会保険労務士 塚本有紀氏
※テレワークの規定、労働時間管理、助成金等を掲載

（３）2021年5月号
テーマ；テレワークの上手な活用法③
執筆者；翼社労士事務所 代表 瀧崎康太氏
※クラウドツール、勤怠導入システムの⽬的等を掲載

（４）2021年6月
テーマ；デジタル化アンケートの集計結果の公表
執筆者； ITC茨城、弊会事務局
※デジタル化を推進するうえでの参考とすることなどを掲載。

（５）2021年7月
テーマ；テレワーク実施状況に関する集計結果の公表
執筆者； 弊会事務局
※県内企業、事業所のテレワークの実施状況を確認したものなどを掲載。

弊会会報誌 コラム掲載（2021年～）

（６）2021年11月
テーマ；ヴィオーラ「DX」へのチャレンジ‼（ITC茨城による個別相談取組事例）
執筆者； ITC茨城、ヴィオーラ、弊会事務局
※デジタル化に向けた取組みや経緯、ITC茨城さんとの個別相談の感想等を掲載。

（７）2022年1月号
テーマ；テレワーク事例の紹介
執筆者；フィリップモリスジャパン、東神電池工業
※テレワークの成果、社員の反応、他社へのアドバイスなどを掲載

（８）2022年2月号
テーマ；中小企業共通EDI
執筆者；ITC 共通EDI事務局 研究員 野田和巳氏
※通信回線等を通じて企業の業務システム間で取引データをデジタルのまま交換する
仕組みなどについて掲載。

（９）2022年3月号
テーマ；テレワーク事例の紹介
執筆者；眞建築事務所、トーネジ
※テレワークの成果、社員の反応、他社へのアドバイスなどを掲載

（１０）2022年7月号
テーマ；DXを実現させるデジタル技術の活用事例＆最新ITツールの情報提供
執筆者；ITC茨城 北島徳一氏
※デジタル化を進めて行くヒントを事例より紹介し、最新のITツール等を掲載。

（１１）2022年9月号
テーマ；デジタル化アンケートの集計結果の公表
執筆者；ITC茨城、弊会事務局
※デジタル化を推進するうえでの参考とすることなどを掲載。



経営労務相談（無料）の取り組み



３－１ 経営労務相談（無料）の取り組み（士業ネットワークによる無料相談）

弊会会員士業とのご相談の流れ

１．弊会事務局に個別相談申込書の送付

⇩
２．弊会事務局よりご担当者様に相談内容、相談時期、

相談方法等（zoom（リモート）、面談、電話等による相談）のご連絡

⇩
３．士業とのご相談（60分無料）

⇩
４．士業による個別コンサルティング（有償）

相談実績、相談内容の一部紹介

[相談実績] 

これまで「３７社」が無料相談を活用し経営課題を解決

[相談内容]
相談例１：テレワークに伴う就業規則に見直しと、テレワークで発生しやすい課題

やその解決策、整備すべきルールについてアドバイスをいただきたい。

相談例２：web会議システム導入、勤怠システム導入に対応した助成金の活用法に
ついて教示いただきたい。

相談例３：雇用調整助成金、持続化給付金、家賃⽀援給付金を受給しているが、他
に利用できる助成金はありますか。グループ子会社との統合に係る登記
や役員登記のタイミングについて相談したい。

士業ネットワーク「各分野の専門家39名登録」
2020年4月7日、政府より新型コロナウイルス感染症「緊急事態宣言」が発令。県内全域に平日休日問わず、
不要不急の外出自粛の要請があり、「会員同士・会員と経協・会員と行政・会員と地域をマッチングする」に
基づき、会員同士の連携をより密にするというコンセプトによる士業ネットワークを2020年4月に組織化。
各分野の専門家「税理士・公認会計士8名、社会保険労務士1６名、司法書士10名、行政書士4名、弁理士1名
の計39名の士業の⽅々」が課題解決に向けたアドバイスを致します。

税理士
会計士

社会
保険
労務士

弁理士

行政
書士

司法
書士

お悩み
解決

官公庁等 各種行政手続き 外国人労働者雇用 事業承継、相続

会計業務、税務各種助成金・補助金人事労務管理

各分野の専門家がアドバイスします！



３－２ 経営労務相談（無料）の取り組み（弊会顧問弁護士による無料相談）

弊会顧問弁護士とのご相談の流れ

１．弊会事務局に個別相談申込書の送付

⇩
２．弊会事務局よりご担当者様に相談内容、相談時期、

相談方法等（zoom（リモート）、面談、電話等による相談）のご連絡

⇩
３．弁護士とのご相談（30分無料）

相談内容の一部紹介

・懲戒処分に関するご相談 ・無期転換に関するご相談

・メンタル不調者に関するご相談 ・就業規則の改定に関するご相談

・労働組合との交渉に関するご相談 ・安全配慮義務に関するご相談

・ハラスメントに関するご相談 ・退職金など賃金に関するご相談

・社員の不祥事によるご相談 ・その他法律に関するご相談

◇弊会 顧問弁護士大和田一雄氏による無料相談（事業主サイドに立った相談対応）
企業の統廃合、組織の再編成、雇用・就業形態の多様化、労働条件の個別化などに伴い、個々の労働者と経営者との間で労働条件等に関する
トラブル（個別的労使紛争）の課題解決のため「事業主サイド」にたった相談業務を開設。
労使トラブル未然防止、法令遵守のためのチェック、労使トラブル等の早期決着に向けたお悩みを解決を致します。

◇弊会 顧問弁護士 大和田一雄氏の紹介（経営法曹会議所属※）

・昭和25年 生まれ（茨城県出身）
・昭和50年 茨城大学人文学部専攻科卒業
・昭和52年 弁護士登録（茨城県弁護士会）

同年 大和田法律事務所開設（水戸市宮町）
・平成13年 茨城県弁護士会会長

※経営法曹会議は、経営者・経営者団体をサポートする全国で約800名を擁する弁護士組織です。経営者及び経営者団体からの経営労務相談
の実施の他、日本経団連・各地経営者協会と共催で毎年「労働法フォーラム（経営法曹会議全国大会）」等の開催しています。



ご清聴ありがとうございました
【本件に関するお問合せ】
一般社団法人茨城県経営者協会 事務局
〒310-0801 水戸市桜川2-2-35 茨城県産業会館11階
ＴＥＬ：029-221-5301 ＦＡＸ：029-224-1109
ＵＲＬ：https://www.ikk.or.jp
Ｅメール：info@ikk.or.jp

https://secure-web.cisco.com/1SrztGOuCqsNXe42DcxkkkBfT6U_sYkT53dq47VfA9UAkY0r5HdsWLIHfzbfxvW_yRC12X4vQjN0YSUy8x4sMh15Y6i3igyftQy4dr8ybqzV26q01XTA5QjWwDmfgmUDbZQ3n1e0NLy5PivlBm6rzzaWENdE6XTRFbu6xTy84DousVlIUZ7zKsJvlQrPE5VVSNiS9lSXcJMQ7EdPDUsmqZxWn8DGqipTGQMuNcyMs1aIKE-ART80KP24lotGBtbC0FUsh6nJEQFPQ8PG764RTjjev-p-K2I9Q-s4lHPijSkrB5Zxg0hGU7ANCPzujQ1mXF0cNwb-dUo9Rk7df-_JWTQ/https%3A%2F%2Fwww.ikk.or.jp
mailto:usui@ikk.or.jp

